
法律第五十八号（平成二七・七・一七）  

  ◎廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び災害対策基本法の一部を改正する法律 

 （廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改正） 

第一条 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）の一部を

次のように改正する。 

  第二条の三を第二条の四とし、第二条の二の次に次の一条を加える。 

  （非常災害により生じた廃棄物の処理の原則） 

 第二条の三 非常災害により生じた廃棄物は、人の健康又は生活環境に重大な被害を生

じさせるものを含むおそれがあることを踏まえ、生活環境の保全及び公衆衛生上の支

障を防止しつつ、その適正な処理を確保することを旨として、円滑かつ迅速に処理さ

れなければならない。 

 ２ 非常災害により生じた廃棄物は、当該廃棄物の発生量が著しく多量であることを踏

まえ、その円滑かつ迅速な処理を確保するとともに、将来にわたつて生ずる廃棄物の

適正な処理を確保するため、分別、再生利用等によりその減量が図られるよう、適切

な配慮がなされなければならない。 

  第四条の次に次の一条を加える。 

  （非常災害時における連携及び協力の確保） 

 第四条の二 国、地方公共団体、事業者その他の関係者は、第二条の三に定める処理の

原則にのつとり、非常災害時における廃棄物の適正な処理が円滑かつ迅速に行われる

よう、適切に役割を分担するとともに、相互に連携を図りながら協力するよう努めな

ければならない。 

  第五条の二第二項中第五号を第六号とし、第四号の次に次の一号を加える。 

  五 非常災害時における前二号に掲げる事項に関する施策の推進を図るために必要な

事項 

  第五条の五第二項に次の一号を加える。 

  五 非常災害時における前三号に掲げる事項に関する施策を実施するために必要な事

項 

  第六条第四項中「公表しなければ」を「公表するよう努めなければ」に改める。 

  第六条の二第一項中「第九条の三第十二項」の下に「（第九条の三の三第三項におい

て準用する場合を含む。）」を加える。 

  第九条の三第九項中「「前項の」とあるのは「第八項の」と、」、「、第三項中「第

一項の」とあるのは「第八項の」と」及び「「第一項」とあるのは「第八項」と、」を

削り、同条第十一項中「、「当該許可」を「、「同条第二項第一号に掲げる事項その他

環境省令」とあるのは「環境省令」と、「当該許可」に改める。 

  第九条の三の次に次の二条を加える。 

  （市町村による非常災害に係る一般廃棄物処理施設の届出の特例） 



 第九条の三の二 市町村は、非常災害が発生した場合に非常災害により生ずる廃棄物の

処分を行うために設置する必要があると認める一般廃棄物処理施設について、一般廃

棄物処理計画に定め、又はこれを変更しようとするときは、環境省令で定めるところ

により、都道府県知事に協議し、その同意を得ることができる。 

 ２ 市町村が前項の同意に係る一般廃棄物処理施設を設置しようとする場合における前

条の規定の適用については、同条第九項中「第二項及び第三項の規定は」とあるのは

「第二項の規定は、」と、「、第四項の規定は前項の規定による届出をした市町村に

ついて準用する」とあるのは「準用する」と、「、第四項中「一般廃棄物処理施設を

設置してはならない」とあるのは「第八条第二項第四号から第七号までに掲げる事項

の変更をしてはならない」と読み替える」とあるのは「読み替える」とし、同条第三

項及び第四項の規定は、適用しない。 

  （非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置の特例） 

 第九条の三の三 市町村から非常災害により生じた廃棄物の処分の委託を受けた者は、

当該処分を行うための一般廃棄物処理施設（一般廃棄物の最終処分場であるものを除

く。）を設置しようとするときは、第八条第一項の規定にかかわらず、環境省令で定

めるところにより、同条第二項各号に掲げる事項を記載した書類及び当該一般廃棄物

処理施設を設置することが周辺地域の生活環境に及ぼす影響についての調査の結果を

記載した書類を添えて、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

 ２ 前項の規定による届出をしようとする者は、同項に規定する第八条第二項各号に掲

げる事項を記載した書類を作成するに当たつては、政令で定める事項について条例で

定めるところにより、前項に規定する調査の結果を記載した書類を公衆の縦覧に供さ

なければならない。この場合において、当該一般廃棄物処理施設の設置に関し利害関

係を有する者は、政令で定める事項について条例で定めるところにより、当該届出を

しようとする者に対し、生活環境の保全上の見地から意見書を提出することができる。 

 ３ 第九条の三第三項から第十項まで及び第十二項の規定は第一項の規定による届出に

ついて、第九条第三項の規定は当該届出をした者について準用する。この場合におい

て、第九条の三第三項、第四項、第八項及び第九項中「市町村」とあるのは「非常災

害により生じた廃棄物の処分の委託を受けた者」と、同項中「第二項及び」とあるの

は「第九条の三の三第二項の規定及び」と、「第二項中」とあるのは「同条第二項中

「前項の」とあるのは「次項において準用する第九条の三第八項の」と、」と、第九

条第三項中「第一項ただし書」とあるのは「第九条の三の三第三項において準用する

第九条の三第八項」と、「同条第二項第一号」とあるのは「第八条第二項第一号」と、

「当該許可」とあるのは「当該届出」と読み替えるものとする。 

  第九条の四中「及び前条第一項の規定による一般廃棄物処理施設の設置の届出をした

市町村」を「、第九条の三第一項の規定による届出をした市町村及び前条第一項の規定

による届出をした者」に改める。 



  第九条の五第一項中「、次条第一項及び第九条の七」を「及び次条第一項」に改める。 

  第九条の六第一項中「許可施設設置者である法人の」を「許可施設設置者又は第九条

の三の三第一項の規定による届出をした者（以下この項及び次条において「許可施設設

置者等」という。）である法人の」に、「（許可施設設置者」を「（許可施設設置者

等」に、「と許可施設設置者」を「と許可施設設置者等」に、「、許可施設設置者」を

「、許可施設設置者等」に改める。 

  第九条の七中「許可施設設置者」を「許可施設設置者等」に改める。 

  第十五条の二の五に次の一項を加える。 

 ２ 前項に規定する場合において、非常災害のために必要な応急措置として同項の廃棄

物を処理するときは、同項の規定にかかわらず、その処理を開始した後、遅滞なく、

その旨及び同項に規定する事項を届け出ることをもつて足りる。 

  第二十九条第一号中「第十二条第三項」を「第九条の三の三第一項、同条第三項にお

いて読み替えて準用する第九条の三第八項、第十二条第三項」に改め、同条第十三号中

「第十二条の六第三項」を「第九条の三の三第三項において読み替えて準用する第九条

の三第三項（第九条の三の三第三項において読み替えて準用する第九条の三第九項にお

いて準用する場合を含む。）、第九条の三の三第三項において準用する第九条の三第十

項又は第十二条の六第三項」に改める。 

 （災害対策基本法の一部改正） 

第二条 災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）の一部を次のように改正す

る。 

  第五十条第一項中「次の各号に」を「次に」に、「防禦
ぎよ

し」を「防御し」に、「行な

う」を「行う」に改め、同項第六号中「清掃」を「廃棄物の処理及び清掃」に、「保健

衛生」を「生活環境の保全及び公衆衛生」に改め、同項第九号中「防禦
ぎよ

」を「防御」に

改める。 

  第八十六条の五第六項中「第二項」を「第四項」に、「第三項」を「第五項」に改め、

同項を同条第八項とし、同条中第五項を第七項とし、第四項を第六項とし、第三項を第

五項とし、同条第二項中「前項」を「第一項」に改め、「（廃棄物の処理及び清掃に関

する法律（昭和四十五年法律第百三十七号。以下この条において「廃棄物処理法」とい

う。）第二条第一項に規定する廃棄物をいう。以下この条において同じ。）」を削り、

同項を同条第四項とし、同条第一項の次に次の二項を加える。 

 ２ 環境大臣は、前項の規定による指定があつたときは、その指定を受けた災害により

生じた廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号。

以下この条において「廃棄物処理法」という。）第二条第一項に規定する廃棄物をい

う。以下この条において同じ。）（以下この条において「指定災害廃棄物」とい

う。）の円滑かつ迅速な処理を図るため、廃棄物処理法第五条の二第一項に規定する

基本方針にのつとり、指定災害廃棄物の処理に関する基本的な指針（以下この条にお



いて「処理指針」という。）を定め、これを公表するものとする。 

 ３ 処理指針には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

  一 指定災害廃棄物の処理の基本的な方向 

  二 指定災害廃棄物の処理についての国、地方公共団体、事業者その他の関係者の適

切な役割分担及び相互の連携協力の確保に関する事項 

  三 前二号に掲げるもののほか、指定災害廃棄物の円滑かつ迅速な処理の確保に関し

必要な事項 

  第八十六条の五に次の五項を加える。 

 ９ 環境大臣は、廃棄物処理特例地域内の市町村の長から要請があり、かつ、次に掲げ

る事項を勘案して指定災害廃棄物を円滑かつ迅速に処理するため必要があると認める

ときは、その事務の遂行に支障のない範囲内で、処理指針に基づき、当該市町村に代

わつて自ら当該市町村の指定災害廃棄物の収集、運搬及び処分を行うことができる。 

  一 当該市町村における指定災害廃棄物の処理の実施体制 

  二 当該指定災害廃棄物の処理に関する専門的な知識及び技術の必要性 

  三 当該指定災害廃棄物の広域的な処理の重要性 

 10 第六項及び第七項の規定は、前項の規定により指定災害廃棄物の収集、運搬又は処

分を行う環境大臣が当該収集、運搬又は処分を他の者に委託する場合について準用す

る。この場合において、第六項中「若しくは第六項、第十四条第一項若しくは第六項

又は第十四条の四第一項若しくは」とあるのは、「又は」と読み替えるものとする。 

 11 第九項の規定により指定災害廃棄物の収集、運搬又は処分を行つた環境大臣につい

ては、廃棄物処理法第十九条の四第一項の規定は、適用しない。 

 12 第九項の規定により環境大臣が行う指定災害廃棄物の収集、運搬及び処分に要する

費用は、国の負担とする。この場合において、同項の市町村は、当該費用の額から、

自ら当該指定災害廃棄物の収集、運搬及び処分を行うこととした場合に国が当該市町

村に交付すべき補助金の額に相当する額を控除した額を負担する。 

 13 国は、前項後段の規定により市町村が負担する費用について、必要な財政上の措置

を講ずるよう努めるものとする。 

  第百八条の四第一項中「第六項まで」を「第十三項まで」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。 

 （検討） 

２ 政府は、この法律の施行後適当な時期において、この法律の規定による改正後の規定

の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必

要な措置を講ずるものとする。 



（内閣総理・総務・環境大臣署名） 

 


